　　　　

【別記様式１】
番　　　　　　　号
年　　月　　日
	照　　会　　書

	商号又は氏名
	

	所　在　地
	

	
役　職　名
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
氏　名
	
生年月日
	
性別
	
住　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	照 会 事 項
	　上記の者について、以下に該当する者か否か。
（歩行者利便増進計画等を添付）
(1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合
　はその者、法人又は団体である場合は役員その他経営に実質的に関与
　している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な
　行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に
　規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６
　号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である
(2)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は　第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する　などしている
(3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便　宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力　し、若しくは関与している
(4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている
(5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

	参考
	

	上記のとおり照会します。
○○県警察本部暴力団対策主管課長　殿
（道路管理者）　　　印


【別記様式２】
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　○○警察署長　殿

（道路管理者）　　印　


歩行者利便増進計画に関する協議について


　標記について、道路法第48条の25第3項の規定により、別添のとおり協議する。


（別添）
　　歩行者利便増進計画提出者名

番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　（道路管理者）　殿

○○警察署長　印


歩行者利便増進計画に関する回答書


　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で協議のあった歩行者利便増進計画について、下記のとおり回答する。

記



【別記様式３】
  番　　　　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　殿
                                                                      　
（道路管理者）印　
　　　　


占用予定者選定通知書


　下記のとおり、占用予定者として選定したので、道路法（昭和27年法律第180号）第48条の25第５項の規定に基づき、通知します。

記


　１．道路の占用の場所


　２．歩行者利便増進計画の認定予定日　


【別記様式５】
　　年　　月　　日

                                                                     　
（道路管理者）
　　　　


歩行者利便増進計画の認定について


　〇年〇月〇日付けで公示した【公募占用指針件名】について、公募占用を実施した結果、下記のとおり歩行者利便増進計画を認定したので、道路法（昭和27年法律第180号）第48条の26第２項の規定に基づき、公示する。

記

1． 歩行者利便増進計画の認定日


　　２．認定の有効期間


　　３．道路の占用の場所


　　４．認定計画提出者


【別記様式７】
番　　　　　　　号
　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　殿
                                                                      　
（道路管理者）　印
　　　　
歩行者利便増進計画認定通知書


　○年○月○日付けで提出のあった歩行者利便増進計画について、評価の結果、道路法（昭和27年法律第180号）第48条の26第１項の規定に基づき認定したので、通知する。

記

　１．歩行者利便増進計画の認定日

　２．認定の有効期間

　３．道路の占用の場所

　４．占用許可申請に関する留意事項
　　　認定を受けた歩行者利便増進計画に基づき、次の関係書類を添えて、以下の窓口へ占用許可申請を行ってください。
　　　①　申請窓口
　　　　　〒〇〇〇―〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町〇―〇―〇
　　　　　　　　　　　　　　　　道路占用許可手続担当部署
　　　②　申請書類
      　・　道路占用許可申請書
　　　　・　歩行者利便増進計画の認定通知（写し）
　　　　・　認定された占用計画書      
      　・　委任状（代理申請のみ）
　　　　・　その他（道路管理者が必要と認める書類）
　　　③　占用許可申請手続期限
　　　　・　占用許可申請は、　　年　　月　　日までに行ってください。

　５．認定歩行者利便増進計画に関する留意事項
　（１）災害による道路状況の変化により公募対象施設等の構造を変更する場合、景況による需要の変化により占用の期間を短縮する場合等、真にやむを得ない事情により、認定を受けた歩行者利便増進計画（以下「認定歩行者利便増進計画」という。）を変更する必要がある場合には、変更の認定を受ける必要があります。
　（２）認定歩行者利便増進計画の提出者（以下「認定計画提出者」という。）が詐偽その他不正な手段により認定を受けたと認められる場合には、当該認定を取り消します。
        また、道路の管理上の事由その他公益上やむを得ない必要が生じた場合には、認定を取り消すことがあります。

　
[bookmark: _GoBack]　　　この歩行者利便増進計画認定について不服があるときは、行政不服審査法の定めるところにより、この歩行者利便増進計画認定通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に国土交通大臣に審査請求することができます（なお、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求することができなくなります。）。
　　　また、行政事件訴訟法の定めるところにより、この許可書を受け取った日（当該処分につき、審査請求した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６か月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この通知書を受け取った日又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
